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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成20年６月30日に提出した第69期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に訂

正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（税効果会計関係）

 

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線を付して表示しております。
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第一部【企業情報】
 

第５【経理の状況】
 

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

注記事項

（税効果会計関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）流動の部 (1）流動の部

繰延税金資産 繰延税金資産

 

販売用土地評価損 11,144百万円

賞与引当金 8,097

未払事業税 1,391

その他 7,051

合計 27,684

　

 

販売用土地評価損 21,956百万円

賞与引当金 8,032

未払事業税 1,968

その他 8,812

資産合計 40,769

　

  

 繰延税金負債

  

その他 △49百万円

負債合計 △49

  

繰延税金資産の純額 40,720百万円

　

  

(2）固定の部 (2）固定の部

繰延税金資産 繰延税金資産

 

退職給付引当金損金算入
限度超過額

39,634百万円

固定資産未実現利益 7,826

固定資産臨時償却 11,380

その他 18,858

小計 77,700

評価性引当額 △1,109

資産合計 76,590

　

 

退職給付引当金損金算入
限度超過額

50,569百万円

固定資産未実現利益 8,162

固定資産臨時償却 7,622

その他 26,276

小計 92,629

評価性引当額 △3,790

資産合計 88,838

　

  

繰延税金負債 繰延税金負債

 

圧縮記帳積立金 △2,072百万円

その他有価証券評価差額金 △21,129

その他 △32

負債合計 △23,234

  

繰延税金資産の純額 53,356百万円

　

 

圧縮記帳積立金 △1,997百万円

その他有価証券評価差額金 △9,918

その他 △249

負債合計 △12,165

  

繰延税金資産の純額 76,673百万円
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。

 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.7

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.0

住民税均等割 3.7

持分法投資損益 △0.5

たな卸資産未実現利益 △4.3

評価性引当額の増加 8.0

法人税額の特別控除 △1.1

土地再評価差額金の取崩 △0.4

その他 △1.2

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

48.5
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（訂正後）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）流動の部 (1）流動の部

繰延税金資産 繰延税金資産

 

販売用土地評価損 11,144百万円

賞与引当金 8,097

未払事業税 1,391

その他 7,051

合計 27,684

　

 

販売用土地評価損 21,956百万円

賞与引当金 8,032

未払事業税 1,967

その他 8,813

資産合計 40,769

　

  

 繰延税金負債

  

その他 △49百万円

負債合計 △49

  

繰延税金資産の純額 40,720百万円

　

  

(2）固定の部 (2）固定の部

繰延税金資産 繰延税金資産

 

退職給付引当金損金算入
限度超過額

39,634百万円

固定資産未実現利益 7,826

固定資産臨時償却 11,380

その他 18,858

小計 77,700

評価性引当額 △1,109

資産合計 76,590

　

 

退職給付引当金損金算入
限度超過額

50,569百万円

固定資産未実現利益 8,162

固定資産臨時償却 7,622

繰越欠損金 5,753

その他 25,214

小計 97,322

評価性引当額 △8,483

資産合計 88,838

　

  

繰延税金負債 繰延税金負債

 

圧縮記帳積立金 △2,072百万円

その他有価証券評価差額金 △21,129

その他 △32

負債合計 △23,234

  

繰延税金資産の純額 53,356百万円

　

 

圧縮記帳積立金 △1,997百万円

その他有価証券評価差額金 △9,918

その他 △249

負債合計 △12,165

  

繰延税金資産の純額 76,673百万円
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しています。

 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.7

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.0

住民税均等割 3.7

持分法投資損益 △0.5

たな卸資産未実現利益 △4.3

評価性引当額の増加 7.9

法人税額の特別控除 △1.1

土地再評価差額金の取崩 △0.4

その他 △1.1

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

48.5

　

 

EDINET提出書類

大和ハウス工業株式会社(E00048)

訂正有価証券報告書

6/6


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第５経理の状況


	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表


